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均等の促進、 3部、教育機会均等の重要性の分析、 4 部、教育機会均等保障に
かかわる国際人権基準、 5 部、国内の法的枠組みの検討、 6部、教育機会不平





















































































































































































































































































































































































OECD事務総長の Angel Gurria は、その序文で知識、スキル、コンピテ
ンシー、資質に依存する人的資本の意味を語り、多くの人々が能力を全面
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